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業界の概要

管工事業とは

管工事業は，建設業の中で，配管などの設

備の工事を行う専門工事業であり，建設業法

に基づく２８種類の許可業種の１つである（２８

種類を基本として，３２種類に区分・図表－１

参照）。また指定建設業の１つでもある。

指定建設業とは，施工技術の総合性や普及

状況などを勘案して政令で定められた業種で，

現在，次の７業種が指定されている。�土木
工事業 �建築工事業 �電気工事業 �管
工事業 �鋼構造物工事業 �舗装工事業
�造園業。

管工事業の内容

管工事業は，戦後しばらくの間は給排水・

衛生工事が主流であった。一般個人向けは，

昭和４０年代を境とする所得の上昇による国民

生活水準の向上により，法人需要は，ビル・

工場の建設急増により設備拡充が図られ，こ

れに伴い管工事の内容の多様化・高度化が図

られ，管工事業が拡大した。

管工事業の拡大に伴い，給排水・衛生関連

のほか，空調・換気関連などへとその業務の

範囲は拡がった。

国土交通省の告示（昭和４７年３月８日第３５０

号）によれば，「冷暖房，空気調和，給排水，

衛生等のための設備を設置し，または金属製

等の管を使用して水，油，ガス，水蒸気等を

送配するための設備を設置する工事」と定義

されている。また，日本標準産業分類（総務

省）においては，管工事業（さく井工事業を
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●図表－１ 「許可業種」業種区分
１ 一般土木建築工事業 １７ 金属製屋根工事業

２ 土木工事業 １８ 板金工事業

３ 造園工事業 １９ 塗装工事業

４ 水道施設工事業 ２０ ガラス工事業

５ 舗装工事業 ２１ 建具工事業

６ しゅんせつ工事業 ２２ 防水工事業

７ 建設工事業 ２３ 内装工事業

８ 木造建築工事業 ２４ はつり・解体工事業

９ 大工工事業 ２５ 電気工事業

１０ とび・土工・コンクリート工事業 ２６ 電気通信工事業

１１ 鉄骨工事業 ２７ 管工事業

１２ 鉄筋工事業 ２８ さく井工事業

１３ 石工工事業 ２９ 熱絶縁工事業

１４ 煉瓦・タイル・ブロック工事業 ３０ 機械器具設置工事業

１５ 左官工事業 ３１ 消防施設工事業

１６ 屋根工事業 ３２ その他の設備工事業

（出所） 国土交通省「建設工事施工統計調査報告」
（平成２３年）

利益計画

管工事業のモデル利益計画
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除く）は，詳細な工事分類がなされている。

・一般工事業

・冷暖房設備事業

・給排水・衛生設備事業

・その他の管工事業

以上，一口に管工事業と言っても，その業

務の範囲は非常に広い。

昨今では，「民需７割，官需３割」と言わ

れ，ビルの配管や空調装置の取付け・補修工

事などが大きな市場となっている（図表－２）。

管工事業の形態

業種の形態としては，�元請けとの関係
�業者の規模 �工事内容などにより，大き
く２つに分類される。

� 町 場 型

一般の個人住宅，小規模な木造建築物の管

工事を行う事業者であり，給排水・衛生設備

工事，浄化槽設備工事等があり，これらは建

築業者の下請けとなっている。

しかし，取替工事，補修工事，便所の水洗

化等の場合は元請けとなる場合もある。

� 野丁場型

中規模以上の構築物の管工事を施工する事

業者である。工事の種類も多岐にわたり，施

工技術も異なるため，空調設備関係業者と給

排水・衛生設備業者にそれぞれ専業化してい

る場合が多い。

大手企業の場合は，両者をともに施工する

能力を持った総合管工事業者もみられる。

多くの業者は，元請け，下請けの両面をも

っているが，一般的に企業規模が大きくなる

につれて，元請工事のウエイトが高まる。

野丁場型の元請工事の場合は，新築は施工

主より直接受注することも多い。これは建築

技術水準の革新，ビルや工事建築等における

関連工事の増加に伴い，施工技術が高度化し，

施工能力のある業者が建築業者の下請的存在

から成長・独立していくためである。

完成工事高の元請比率の推移を見ると，直

近で１％の減少があるものの，平成１９年度

を境に，元請比率は３６％から４０％と穏やか

な増加傾向にある（図表－３）。

許可業者数の推移

過去５年間の推移を見ると，建設業全体の

業者数は４８万４千となり，減少傾向が続いて

いる（平成１９年度比△４．７％）。

管工事業の業者数は８万５千となり，同様

に減少傾向が続いている（平成１９年度比△

●図表－２ 発注別の推移・元請完成工事高
（管工事業）

単位：億円 H１９ H２０ H２１ H２２ H２３

民間工事 １５，６１１１４，９９６１３，８９７１２，７４７１３，７８３

公共工事 ４，３６６ ４，２７６ ３，８６８ ４，０４３ ４，２２０

民間比率 ７８％ ７８％ ７８％ ７６％ ７７％

民間工事
77% 

公共工事 
23%

過去5年間平均

（出所） 国土交通省「建設工事施工統計調査」
（平成２３年度）

●図表－３ 完成工事高・元請比率の推移
（管工事業）

単位：億円 H１９ H２０ H２１ H２２ H２３

元請工事 １９，９７７１９，２７２１７，７６５１６，７９０１８，００２

下請工事 ３５，５１１３１，８３７２８，１５７２４，６１６２７，５４３

元請比率 ３６％ ３８％ ３９％ ４１％ ４０％

元請工事
38%

下請工事 
62%

過去5年間平均

（出所） 国土交通省「建設工事施工統計調査」
（平成２３年度）
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３．２％）。一方，建設業全体に占める割合は，

１７％から１８％に増加している（図表－４）。

図表－５は，許可業者数を資本金階層別に

分類したものである。これを見ると，管工事

業は「資本金１，０００万円以上５，０００万円未満」

の階層が最も多く４７％を占めている。また，

建設業全体と比較すると，「個人」が少なく，

「１，０００万円未満」も少ない。図表－６は，

建設業を営む場合の許可の区分による業者区

分を示したものである。

これを見ると，「特定建設業者」について

は，建設業全体では９％であるのに対して，

管工事業は１０％とわずかに多い。また，「大

臣許可」については，建設業全体が２％ほ

どであるのに対し管工事業は４％と倍近く

多いという構成になっている。

このことは，建設業全体と比較すると，管

工事業は，元請金額が大きく，かつ営業範囲

が広い元請業者が多いことを示している。

就業者数の推移

過去５年間の推移を見ると，建設業全体で

●図表－４ 許可業者数の推移
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16%
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18%
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100,000

200,000

300,000
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500,000

600,000業者

H19 H20 H21 H22 H23
建設業全体 507,528 509,174 513,196 498,806 483,639
管工事業 87,999 87,768 88,234 86,866 85,139
管工事の割合 17% 17% 17% 17% 18%

（出所） 国土交通省「建設業許可業者数調査の結
果について」（平成２４年５月）

●図表－５ 資本金階層別

 

 

 

 
 

 

 

  

建設業
全　体

管工事業

20%

11%

39%

36%

37%

47%

2%

4%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人 1千万円未満 5千万円未満 １億円未満 １億円以上

（出所） 国土交通省「建設業許可業者数調査の結
果について」（平成２４年５月）

●図表－６ 業者区分
建設業全体 一般建設業者 特定建設業者 計

大臣許可 ６，９０８ ５，５４６ １２，４５４ ２％

知事許可 ４５５，６３０ ３８，２０７ ４９３，８３７ ９８％

計 ４６２，５３８ ４３，７５３ ５０６，２９１

９１％ ９％

管工事業 一般建設業者 特定建設業者 計

大臣許可 １，４３６ １，８０８ ３，２４４ ４％

知事許可 ７５，２６２ ６，６３３ ８１，８９５ ９６％

計 ７６，６９８ ８，４４１ ８５，１３９

９０％ １０％

一般
建設
業者
90%

 10%
 

管工事業 
特定建
設業者

大臣
許可
4%

知事
許可
96%

管工事業

（出所） 国土交通省「建設業許可業者数調査の結果に
ついて」（平成２４年５月）

（注１） 特定建設業：発注者から直接請け負った建設
工事について，一件当たりの合計金額が３，０００万
円以上（建築工事業については４，５００万円以上）
の下請契約を下請負人と締結して施工させる場
合に必要な許可。

（注２） 一般建設業：下請負人に出す工事の代金の額
が３，０００万円（建築工事業については４，５００万円）
に満たない場合に必要な許可。

（注３） 知事許可：許可を受けようとする営業所が，
同一都道府県内のみの場合に必要な許可。

（注４） 国土交通大臣許可：許可を受けようとする営
業所が，二つ以上の都道府県にある場合に必要
な許可

●図表－７ 就業者数の推移

H19 H20 H21 H22 H23
3,078,161 3,190,910 2,893,382 2,880,259 3,124,065
203,481 210,310 195,167 182,649 215,866
6.6% 6.6% 6.7% 6.3% 6.9%

人 

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

建設業全体
管工事業
管工事の割合

（出所） 国土交通省「建設業許可業者数調査の結
果について」（平成２４年５月）
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は減少傾向が続いていたが，平成２３年度は３１２

万４，０００人と対前年度比１．５％と増加した。

また，管工事業も減少傾向にあったが，平成

２３年度は２１万５，０００人と前年度比６％増加し，

大きく回復した。建設業全体に占める割合で

は平成２２年度は６％と１ポイント減少した

が，直近では７％と例年並みに戻った（図

表－７）。

完成工事高の推移

図表－８は，管工事業の完成工事高の推移

を示したものである。平成２２年度の完成工事

高は４兆１，４０５億円に減少し，平成１９年度以

降減少の一途をたどっていたが，平成２３年度

の完成工事高は４兆５，５４５億円となり，前年

度比１０％増と大きな伸びがみられた。

近年最も完成工事高が高かった平成１８年度

の５兆８，０４９億円と比較すると，平成２３年度

は２２％も減少しており，以前の水準には回

復していない。

図表－９は，「全管連」＊に所属する企業の

直近営業年度における完成工事高別の構成比

を見たものであるが，「３億円未満」の企業

が２９％と最も多いが，「１億円未満」１９％，

「５千万円未満」２８％と，この両者で４７％

と約半分近くを占めている。

＊ 「全管連」は，「全国管工事業協同組合連合会」の略

称で，昭和３５年に設立，所属団体数６１０団体，所属業者

数１７，９７７社を組織する業界最大の関係団体である。

業界動向

管工事業は，建設業界における付帯的工事

業者といった側面が強く，自社に特殊技術が

あり他社との差別化が図れる施工能力を有し

ているか，又は，大手・中堅建設業者やマン

ション建設業者などの安定化した受注先を確

保しているかによって収益が大きく左右され

る業界である。その中において，前述の「全

管連」では，本年度の活動スローガンを次の

ようにあげている。

・災害に強い組織対応で地域貢献

・老朽管の更新，耐震管の敷設促進

・培った技能技術の若者への継承

事業の課題

リーマン・ショック後の民間工事減少や公

共事業を圧縮する政策などの影響を受け，建

設投資額は平成８年の８３兆円をピークに，平

成２２年には４１兆円まで落ち込んできた（図表

－１０）。

しかし，ここに来て東日本大震災の復興需

要やアベノミクス政策による公共工事の増加

などによりようやく回復の兆しが見えてきた。

ところが，縮小を続けてきた建設業界にと

っては，急な需要増加が人手不足や労働者人

●図表－８ 完成工事高の推移（管工事業）

H19 H20 H21 H22 H23
完成工事高 55,488 51,108 45,922 41,406 45,545

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（億円） 

（出所） 国土交通省「建設工事施工統計調査」
（平成２３年度）

●図表－９ 完成工事高の構成比

 

 

 
 

5千万円未満
28%

1億円未満
19% 

3億円未満
29%

5億円未満
8%

10億円未満
8%

10億円以上
8%

（出所） 「全管連」平成２３年度資料より
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件費や資財高騰などの問題を生じさせている。

そのため，「自治体が示す価格では採算に

合わない」と判断する元請建設会社が増え，

公共工事の入札が成立しない例が相次ぎ発生

し，結果的に下請工事業者に仕事が回らない

という事態なっている。

また，建設業就業者数を年齢階層別に見る

と，若年層の減少が目立っており，相対的に

高齢者の割合が高まっている（図表－１１）。

このような高齢化の傾向は，管工事業も例

外ではなく，就業者の高齢化は産業活力の維

持・強化の点で大きな問題である。加えて，

団塊世代の技術者・熟練技能者の多くが６５歳

を迎え，最終的にリタイアしつつある中で，

建設生産システムの中核をなす技術・技能の

承継も当面の大きな課題である。

さらに大きな問題として，中小企業におけ

る経営者の高齢化があり，管工事業界も同様

であり，今後は後継者難から「廃業」による

企業淘汰や，「M&A」による業界再編の時代

に入る可能性は高い。

事業の将来性

管工事業は，エレクトロニクス，省エネ，

環境問題など，成長が見込まれる分野を有す

る業種である。しかし，収益性の低い分野も

多く，工事コスト削減の煽りを受けやすい業

種でもある。今後は技術革新の進んでいる分

野の需要動向を把握し，技術力や企画力，他

社との差別化を図れる特殊技術等を有するこ

とが不可欠である。

そのためには，エネルギーの節減と合理的

利用を目指したコージェネレーションシステ

ムなどの開発・普及や，地震に備えた設備の

耐震性強化など，社会インフラ構築に貢献す

る余地は大きく，社会性も高く，事業の将来

性は広がりを持っている。

モデル店A社の概要

＜概 要＞

創 業：昭和４３年

組織形態：株式会社

資 本 金：３，０００万円

従 業 員：７人

事業内容：水道・管工事業

年間完成工事高：１億円

A社は，首都圏 S県北部の K市に，昭和

４３年，父親である先代社長が創業した。

A社は，地元工務店の下請企業としてスタ

ートしたが，現在では，取引先の信頼を得て

業容を拡大し，S県 K市を中心に隣接市を

含め水道工事（取替・補修）をはじめ給排水・

衛生等の設備工事を手掛けている。

●図表－１０ 建設投資額の推移

 

 

    

H8 H20 H21 H22 H23 H24

政府 民間住宅 民間非住宅 兆円

35
17 16 17 17 19

28

16 13 13 13 14

20

15
12 11 12 12

（出所） 国土交通省「建設投資見通し」
（平成２３年６月）

●図表－１１ 建設業就業者の年齢構成の推移

20.9 22.3 23.1 23.8 23.3 24.5 24.8
28.1

30.2 32.2
33.1

16.8 18.4
20.5 21.8 21.6

20.5
19.1

16.1 15.0
13.0

11.6

H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22

55歳以上 29歳以下
（%）

（出所） 総務省「労働力調査」
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�

1

2

管工事業の形態からすると「町場型」であ

り，業者区分として，「特定建設業者」とし

て「知事許可」を受けている。

昨年，先代社長が７０歳になったのを機に，

長男である B氏が２代目社長として事業を

引き継ぎ，活躍している。B氏は，もともと

地元ゼネコンに勤務していたが，先代社長が

６５歳の頃，病気を患ったのをきっかけに地元

ゼネコンを退職し，家業の A社に入社した。

５年の家業実務を経験し，この間に配管技能

士・管工事施工管理技士・給水装置工事主任

技術者等の資格を獲得し，社長業に就いた。

B氏は，地元ゼネコン時代に，設計業務も

経験しており，ITリテラシーも高い。

一方，相談役に退いた先代社長の A氏は，

現在では病気も癒え，実務は２代目社長の B

氏に任せ，地元での高い実績や知名度を活か

し，業界の地位向上のための協同組合活動や，

地元活性化のための商工会活動に励んでいる。

多くの中小企業が後継者難の課題を抱えて

いる現状からすると，A社は事業承継が上手

くいっているケースである。

モデル店の利益計画の
現状と課題

営業形態

� 「元請け」・「下請け」

A社の受注形態は，下請け比率が約７割超

と圧倒的に多く，「脱下請」が課題である。

� 「公共工事」・「民間工事」

元請である大手ゼネコンや地元ゼネコンの

受注内容にもよるが，ここ数年は公共工事の

減少もあり，民間工事の比率が高くなり，８

割超が民間工事である。

しかし，A社のある S県では，災害時に

おける水道施設の早期復旧を目的に，S県と

S県管工事業協同組合連合会との間で「災害

時における水道施設の復旧に関する協定書」

を締結したこともあり，災害時に限らず，水

道施設関連の耐震化工事等の公共工事の増加

を期待できる。

� 「材料持ち」・「手間請け（材料支給）」

一般的に大手ゼネコンによる下請工事は材

料支給のケースが多く，地元ゼネコンによる

下請工事は材料持ちのケースが多い。A社の

場合は，地元ゼネコンからの下請が多く，そ

のため材料持ちが５割超となっている。

� 平均受注単価

建設投資の冷え込み，入札契約制度の改革

の影響等を背景に，施主の安値要求，元請で

あるゼネコンによる安値受注競争の激化など

から，下請へのコストダウン要求は一段と厳

しく，受注量の減少と受注単価の下落が続い

ている。

� 「一貫施工」・「外注委託」

「自社で営業・施工・アフターフォローま

で一貫して行うのか，営業中心で施工は外注

任せか」など種々の形態があるが，A社の場

合は，圧倒的に土木工事を含む「一貫施工」

が多く，「外注委託」は手が足りない時の応

援依頼に限らず，慢性的に依頼をかけている

傾向がある。

� セールスポイント

「軟弱地盤の工事は A社に頼め」と，地

元での評価は高く，難工事や厄介な工事につ

いてはゼネコンや近隣の市の同業者から指名

されることが多い。

経営資源

� 人 材

業界としての共通の悩みであるが，A社も

技能者の高齢化と若手技能者の確保難にある。

また，いかにして若手技能者へ技術を伝承

し育成していくかが課題である。

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／定期物／月刊税理／藤本８号機／０００‐０００　利益計画　佐藤 2013.12.12 17.12.29 Page 7
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� 設 備

管工事業としては，大掛かりな設備は必要

としないが，今後の事業展開を考えた場合，

高齢化対策としての省力化機器やコスト対策

のための高効率化機器の導入・更新が課題で

ある。

� 資 金

現状では下請仕事が圧倒的に多いため，資

金繰り等で苦しむことは少ないが，今後「脱

下請」の仕事や材料持ちの仕事が増えた場合

には，それなりの資金需要が発生するので，

今まで以上の資金管理が必要となる。

� 技 術 力

厳しい受注競争を勝ち抜くためには，基本

となる現場施工力を向上させるとともに，ゼ

ネコン等が開発する新工法への積極的な対応

が課題である。そのためには国家資格を取得

するなど，技術者・技能者の能力拡大による

提案力・企画力が必要となる。

� 情 報 化

CADによる図面の作成，PCによる見積

や積算など，効率的な事務作業をするため，

IT技術活用による対応が必須である。

また，施工現場の管理において，複数の施

工現場を管理するために，携帯電話による工

事日報作成やタブレットによる進捗管理など，

「見える化」による全体最適化が必要である。

管工事現場の“QCD”

� Quality

管工事の「出来栄え」は，なかなか目にす

ることが出来ない。土中か壁や柱の中であっ

たり，地下室の天井であったり，一度完成す

るとやり直しが難しい。問題があれば，それ

は建築物や設備の基本機能を損なう重大欠陥

となる。A社にはそのような事故のないのが

自慢であり，業界の評価になっている。

� Cost

水道関連工事は，従来，地方自治体が指定

した地元の水道工事店による現地施工に限ら

れていた。規制緩和に伴い，一定の資格要件

を満たせば地元以外の業者も施工が可能にな

ったため，地元の水道工事店の独断場ではな

くなり，受注するためには対抗上，安値単価

での入札が常態化している。

コストダウンの対象は材料費であるが，ほ

ぼ一定しているので原価低減の余地は少ない

と考えられる。ただし，仕入方法の合理化（支

払条件や物流の見直しによる値引き交渉）や

歩留まり率の向上等日常のきめ細かな対応が

必要である（図表－１２）。

注意を要するのは，工事の手戻りや段取り

替え等による人件費等のロスである。工程の

打ち合わせを綿密に行うことにより進捗管理

を図り，これらのミス・ロスの発生を防止す

ることがコストダウンになる。

� Delivery

元請の信頼を勝ち得るのは，設計変更や仕

様変更があっても，きちんと工期通りに完成

させることである。

しかし，天候異変や雨天の連続，材料遅れ

等により工期遅れが発生し，リカバリーのた

めの残業や安易な外注により，コストアップ

になっている。

A社の問題点

●図表－１２ A社の工事原価内訳

 

 

 
材料
30%

外注
20%

労務
20%

経費
20% 

利益
10%
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2

上記の課題を SWOT分析（図表－１３）で

整理すると，問題点は次のようになる。

� 受注は，元請依存体質のため，売上低下

に歯止めがかからない

� 安易な外注委託が少なくなく，コストア

ップ要因になっている

� 営業・運営管理は，先代社長時代のまま

で，２代目社長の色がでていない

� 若手技能者への技術承継が上手くいって

いない

課題・問題点の改善策

成長戦略（図表－１４）

� 成長市場を取り込む

震災復興や国土強靱化計画による公共工事

の増加が見込まれるが，加えて笹子トンネル

崩落事故（平成２４年１２月）や堺市の水道管破

裂事故（同年７月）などの社会インフラ老朽

化に対する整備事業が見込まれる。

そのためには，A社単独ではなく，県レベ

ルでは S県管工事業協同組合連合会，市レ

ベルでは K市管工事業協同組合等での組合

活動を通じて組織的・積極的に取り組む必要

がある（図表－１５）。

� 住環境ニーズに取り組む

リフォームと言えば，室内の内装関係をイ

メージするが，台所・洗面所・浴槽・トイレ

など「水周り」関連は多い。また，マンショ

ンなど大規模修繕工事などでは給排水管の耐

用年数に関わる改修ニーズも高い（図表－１６）。

差別化戦略

� 既存取引先との取引を深耕する

A社は「軟弱地盤に強い」と言われる技術・

●図表－１３ A社のSWOT分析

強 み 弱 み

内
部
環
境

財務の視点
・大きな設備投資がない
・ほぼ無借金経営

・近年の売上減少で内部留保が減少
・競争激化で受注単価低下傾向

顧客・消費者
の視点

・地方公共団体からの高い信頼
・地元ゼネコン・業者間での高評価

・B to B が多く，B to Cの接点が少ない
・宣伝等の販促活動の経験がない

業務プロセス
の視点

・安定した工事方法
・永年蓄積されたノウハウ

・若い経営者のネットワークづくり
・安易な外注委託が少なくない

学習と成長の
視点

・先代社長，地元・組合での知名度
・２代目社長，IT リテラシーが高い

・技術者・技能者の高齢化
・若年技能者の確保難・技能不足

機 会 脅 威

外
部
環
境

政 治
・自公政権，衆参ねじれ解消
・震災復興・国土強靱化計画

経 済
・オリンピック効果
・インフレ期待（アベノミクス）

・緩和規制による新規参入の増加
・消費税導入（２０１４年）

社 会
・老朽インフラ対策（公共工事の増加）
・災害復旧協定（地方自治体）

・少子高齢化，内向き志向
・人手不足，後継者難

技 術
・モバイル機器の普及
・エコ，省エネ，耐震工法

・国内製造業の空洞化，技術流出
・技能，技術承継の時間切れ

●図表－１４ 成長戦略

既存市場 新市場

既
存
技
術

【民間工事】
水周り・管工事専業
（下請け）

【公共工事】
社会インフラ
整備事業

新
技
術

【民間工事】
リフォーム

エコ・省エネ工事
耐震・免震工事
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工法を積極的に地元ゼネコンに売り込み，社

会性の強い水道インフラ整備を取り込む必要

がある。

� 新規取引先を開拓する

「難工事は A社に頼め」と言われる「ノ

ウハウ」をリフォーム業者に売り込み，一般

住宅の「水周り」に関するリフォームや集合

住宅の給排水管の改修ニーズを取り込むため，

他の専門業者との「戦略的連携」をする必要

がある。

IT 活用戦略

� 営業：ホームページを名刺代わりにする

ゼネコンや同業者から声が掛かるのを「待

って」いる元請依存体質から脱却するために，

とりわけ，民間のリフォーム事業をターゲッ

トにするホームページ作成が必須である。技

術・工法・価格・過去の実績等をわかりやす

く PRする必要がある。

� 運用管理：最新モバイルを利用する

今やスマホやタブレットなどのモバイル端

末が安価に提供されており，また通信環境も

Skypeなどの多面通信も簡単に利用できる。

これらを活用することで，デジタル情報や

画像情報などの収集・配信が「早く・安く・

簡単に」なり，情報の処理・伝達能力を大幅

にアップする。

人材育成・パートナー戦略

� 内部「技能者」の資格取得を支援する

工事でものをいうのは，最後は個人の「技

術力」であり，組織としての「施工力」であ

る。そのためには，「技能者」のレベルアッ

プは不可欠である。関係する国家資格取得に

挑戦し，資格を取得することは，業界内での

技能者としての評価や自己価値の向上になり，

●図表－１５ 社会資本の老朽化の現状

対 象 H２３年度 H３３年度 H４３年度

道 路 橋 １５万７，０００橋 約９％ 約２８％ 約５３％

河川管施設 直轄１万施設 約２４％ 約４０％ 約６２％

下 水 道 管 約４万 km 約２％ 約７％ 約２３％

港 湾 岸 壁 約５，０００施設 約７％ 約２９％ 約５６％

（出所） 国土交通省「社会資本の老朽化対策会議」資料（平成２５年１月）
（注１） 建設後５０年以上経過する社会資本の割合）
（注２） 今後２０年間で社会資本の老朽化が加速度的に進展

●図表－１６ 国内住宅リフォーム市場

元請金額 H２０年度 H２１年度 H２４年度 H２０度比

戸建住宅 ５兆２，０００億円 ５兆１，５００億円 ５兆２，９００億円 １０１．７％

集合住宅 ２兆３，５００億円 ２兆４，１００億円 ２兆６，７００億円 １１３．６％

合計 ７兆５，５００億円 ７兆５，６００億円 ７兆６，６００億円 １０５．４％

リフォーム部位 H２０年度 H２１年度 H２４年度 H２０度比

水周り設備 １兆３，５０２億円 １兆２，８３４億円 １兆５，０６０億円 １１１．５％

水周り以外設備 ９，５３０億円 １兆３６０億円 １兆２７３１億円 １３３．６％

内装 ９，４１６億円 ９，３４３億円 ９，４４３億円 １００．３％

外部建具 ３，２４８億円 ３，３４８億円 ３，４９７億円 １０７．７％

エクステリア ２，８８６億円 ２，７９５億円 ２，８３１億円 ９８．１％

外装・屋根 ８８３億円 ８９５億円 ９４０億円 １０６．５％

合計 ３兆９，４６５億円 ３兆９，５７５億円 ４兆４，５０２億円 １１２．８％

（出所） ㈱富士経済「住宅リフォーム市場の現状と将来展望」（平成２１年版）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／定期物／月刊税理／藤本８号機／０００‐０００　利益計画　佐藤 2013.12.12 17.12.29 Page 10



通
則
法

所
得
税

法
人
税

相
続
税

消
費
税

法
務

経
営

関
連
業
務

税理●２０１４．２ 201

�
また業務面の遂行においても高いモチベーシ

ョンを維持・増進する。

� 外部「同業者」と戦略的連携をする

工事現場では予期せぬことが起きる。そこ

で問われるのは，出来事に対応する「動員力」

であり，最後までやり切る「貫通力」である。

「地域 NO．１」を目指していても限界があり，

「地域 Only１」の同業者との戦略的連携は

不可欠であり，常日頃のコミュニケーション

の円滑化による情報交換やネットワークづく

りをする。

改善後の利益計画

戦略フロー（図表－１７）に基づく改善策を

確実に実行することで，利益計画は実現可能

となる（図表－１８）。

強調したいのは，「経営承継は経営革新の

好機」ということである。二代目社長は，「顧

客の視点」を基軸に「B to B」から「B to C」

にウエイトをかけ，利益計画・経営革新を実

行していただきたい。

〔さとう・せつお〕

●図表－１７ 利益計画改善戦略フロー

スマホ・タブレット活用

財務の視点 顧客の視点 業務プロセスの視点 学習と成長の視点

リフォーム工事 脱下請け 顧客志向の向上
売上の維持・向上

省エネ・耐震工法 良好な人間関係 ノウハウ・技能の伝承
利益率の向上

地元ゼネコン連携 現場施工管理活用
コスト削減

地元での高い評価 現場情報の見える化 資格取得奨励

●図表－１８ 今後の収益改善予想 （単位：千円）

科 目
直近期末 １年目 ２年目 ３年目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

売 上 １００，０００ １００．０％ １００，０００ １００．０％ １００，０００ １００．０％ １００，０００ １００．０％

売上原価 ９０，０００ ９０．０％ ８９，９００ ８９．９％ ８９，８７７ ８９．９％ ８９，９２９ ８９．９％

（材料費） ３０，０００ ３０．０％ ３０，９００ ３０．９％ ３１，８２７ ３１．８％ ３２，７８２ ３２．８％

（外注費） ２０，０００ ２０．０％ １９，０００ １９．０％ １８，０５０ １８．１％ １７，１４８ １７．１％

（労務費） ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％

（経費） ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％ ２０，０００ ２０．０％

売上総利益 １０，０００ １０．０％ １０，１００ １０．１％ １０，１２３ １０．１％ １０，０７１ １０．１％

販管費 ５，０００ ５．０％ ５，０００ ５．０％ ５，０００ ５．０％ ５，０００ ５．０％

営業利益 ５，０００ ５．０％ ５，１００ ５．１％ ５，１２３ ５．１％ ５，０７１ ５．１％

（注１） 売上は，増加は望めない（公共工事の単価減等）ので，民間工事のリフォーム工事で補う想
定にした。

（注２） 材料費は，リフォーム工事を取り込むことで，前同比＋３％と想定した。
（注３） 外注費は，リフォーム工事は一貫作業を目指し，前同費▲５％を目指す。
（注４） 労務費は，高齢従業員退職と若年従業員採用による入替が発生するが，賃金は同一とした。
（注５） 経費は，固定費とみなし，従前同様とした。。
（注６） 販管費は，新規客を開拓するに当たり変化するが，従前同様とした。
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